
建築物等耐震化支援事業について

＜平成２９年度まで＞

個別訪問や地域説明会等に
より、耐震化の普及啓発と
区の支援制度の周知を行う。
（22年度第4回審議会で了承事項）
（22年度第7回審議会で了承事項）
（24年度第1回審議会で了承事項）
（26年度第2回審議会で了承事項）

無料で建築士を派遣し、
簡易な耐震診断(予備耐震診断)と
区の支援制度の周知を行う。
（18年度第2回審議会で了承事項）

＜耐震化の流れ＞

耐震改修工事補強設計耐震診断

簡易な耐震診断
（予備耐震診断）

個別訪問や地域説明会等に
より、耐震化の普及啓発と
区の支援制度の周知を行う。
（本審議会で報告）

無料で建築士を派遣し、
詳細な耐震診断(耐震診断)※と
区の支援制度の周知を行う。
（本審議会で報告）

詳細な耐震診断

※耐震診断、補強設計、耐震改修工事には補助制度があります。

まずは無料の耐震診断を！

耐震くん

※詳細な耐震診断(耐震診断)とは
建築物の耐震性能（上部構造評点）を計算する

（資料４５－１）

普及啓発
（重点地区内）

普及啓発
（重点地区以外）

＜平成３０年度から＞
※簡易な耐震診断に加えて



業務に係る委託先の概念図
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一般社団法人

新宿区建築設計事務所協会
会長（取扱責任者）

平成29年度までは実際に業務に携わる者を
取扱者としていた。
平成30年度からは、これらに加え、個人情報

に触れる可能性がある者すべて（電話取次等を
含む）を取扱者とし、誓約書の提出を求める。

業務量や企業の位置等を考慮して案件を配
分する。各参加企業にはそれぞれの担当する
案件の個人情報を抽出して提出する。

（資料４５－２）



個人情報の流れの概念図
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登記情報（CD-R）
ⓐ 【パスワードによる暗号化】
※業務終了後返却し、
パソコン内のデータは消去する。
出力版はシュレッダーで破棄する。

ⓑ 担当案件のデータ（CD-R）
【パスワードによる暗号化】
※業務終了後返却し、
パソコン内のデータは消去する。

出力版はシュレッダーで破棄する。

問合せ等 ⓓ
【管理番号で管理】

ⓒ 個別訪問の実施

Ａ 木造住宅耐震化促進個別訪問業務委託Ｂ 既存建築物の詳細耐震診断業務委託

申込書（電子メール）
【パスワードによる暗号化】

※事務局で出力後、
サーバーからデータを消去する。

出力版はシュレッダーで破棄する。

②
申込書（ＦＡＸ）
【送信前に電話連絡】
※各案件の業務終了後
シュレッダーで破棄する。

③ 詳細耐震診断の実施
⑥ 報告書の提出（紙）

問合せ等 ④
【管理番号で管理】

報告書の提出（ＦＡＸ）
【送信前に電話連絡】
※各案件の業務終了後
シュレッダーで破棄する。

報告書の提出（紙）
※持参

①

⑤

ⓔ
報告書（担当案件）の提出

（電子メール）
【パスワードによる暗号化】

※各案件の業務終了後、
パソコン内のデータは消去する。

新宿区

業務終了後、
データを消去
（シュレッダー含む）

したことを報告

事 務 局

ⓕ

ⓕ 報告書の提出（紙）
※持参

⑥

出力版はシュレッダーで破棄する。

業務終了後、
データを消去
（シュレッダー含む）

したことを報告

業務終了後、
データを消去
（シュレッダー含む）

したことを報告

（資料４５－３）


